
















 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改正！ 自筆証書遺言における方式の緩和 

 

自筆証書遺言を作成する場合には全文自署

する必要がありました 

預貯金や不動産など財産全てを自署するの

は相当の負担です 

自署によらない財産目録（例えば、パソコ

ンで作成、通帳のコピーなど）を添付する

ことができます 注）遺言書本文は自署す

る必要があり、また財産目録部分も各ペー

ジに署名押印が必要になりますので、作成

の方式はよくご相談ください 

Before After 

 

新制度！ 相続された預貯金制度の仮払い 

預貯金債権の一定割合（上限１５０万円の

予定）については、単独で払い戻しができ

ます 従前からある家庭裁判所による仮払

い制度も要件が緩和されました 

Before After 

新制度！ 特別の寄与 

 

相続人以外の方は、被相続人の介護に尽く

しても相続財産を取得できません 

相続人は相続財産を取得して報われるの

に、例えば、長男の奥さんが介護した場合

には何も報われないとするのは不公平です 

期間制限など一定の要件のもとで、長男の

奥さんのような親族も貢献度に応じた金銭

の請求ができます 

Before After 

改正！ 持戻し免除の意思表示推定 

 

居住用不動産を生前贈与しても、遺産分割

においては、原則として遺産の先渡しを受

けたものとして扱われるため、最終的に取

得する財産額は、結果的に生前贈与が無か

ったのと同じに扱われます 

配偶者に居住用不動産を贈与する場合は、

配偶者の生活保障目的が多く、この場合、

生前贈与によって配偶者の相続財産が減少

することを被相続人は望んでいません 

配偶者に対する居住用不動産の贈与等は原

則として遺産の先渡しを受けたものとして

扱わないこととし、配偶者の生活保障が手

厚くなりました 

Before After 

 

 

遺産分割が終了するまでの間、家庭裁判所

の許可なしには、相続人単独では預貯金債

権の払い戻しができません 

葬儀費用や生活費が引き出せないのは困り

ます 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ●お問い合わせ先 

   神奈川県弁護士会 〒231-0021 神奈川県横浜市中区日本大通９ TEL  045-211-77０0 

  ●神奈川県弁護士会は、神奈川県内に法律事務所を持つ弁護士全員が加入する法定団体です。      2019.6 

改正！ 遺留分制度 

 

遺留分減殺請求権を行使すると相続財産に

共有状態が生じます 

遺言書で後継者に事業を譲渡した趣旨が実

現されず、事業承継の支障になっています 

遺留分侵害額に相当する金銭請求ができる

制度に改正され、当然に共有状態が生じる

ことがなくなりました 

Before After 

新制度！ 配偶者居住権 

 

配偶者が居住建物を相続すると、その分、

預貯金等の財産は他の相続人に分配されま

す 

配偶者の生活費が不足してしまいます 

配偶者が今まで通り建物に住みながら、預

貯金等の生活費に充てる財産も取得できま

す 

Before After 

 

改正！ 自筆証書遺言の保管制度 

 

自筆証書遺言は紛失したり、偽造されたり

するおそれがあります 

相続開始後、検認手続きが必要であり、手

間です 

法務局が保管するので、紛失、偽造などの

おそれがなくなり、手間のかかる検認手続

きも不要になります 

Before After 

その他にも相続の効力などで改正事項があります。また自筆証書

遺言の方式など誤ると取り返しのつかない改正事項もあります。 

ご不明な点は、一人で悩まず法律相談をご活用ください。 
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